預貯金債権の共同相続について ： 最大決平成28年12月19日金法2058号6頁の検討を通じて（1） by 足立 清人









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北　星　論　集（経） 　第 57 巻　第２号（通巻第 73 号）
ば，遺産中の不動産の保存登記や所有権移転
登記をすること（東京高判昭和35年9月27日
家月13巻11号87頁など）や，登記簿上の所有
者に対して抹消登記を請求すること（最判昭
和31年5月10日民集10巻5号487頁など）であ
る。遺産の管理費用については，遺産共有を
物権法上の共有と考えるのであれば，相続分
の割合に応じて分担するが（253条1項），実
務上は，885条1項に基づき，遺産から支弁さ
れることが多いようである（大阪高決昭和41
年7月1日家月19巻2号71頁を参照）。農地を宅
地に造成するなど，遺産の変更，処分につい
ては，共同相続人全員の同意が必要とされる
（251条）6）。また，各共同相続人は，自分の
相続分を単独で処分することができる（905
条を参照）。
　ところで，共同相続された遺産に，本件の
預貯金債権（金銭債権）のような可分債権が
含まれた場合，相続分に応じて当然に分割さ
れるというのが従来の判例の立場であった。
判例の立場をとれば，可分債権については，
遺産共有や遺産の管理を経るまでもなく，そ
の最終的な帰属が確定した。
　遺産共有の状態を経て，遺産が最終的にど
のように帰属するかを決定するのが，遺産分
割である7）。遺産分割をなすべき時期は定め
られていない。遺産分割がなされないまま，
時間が経過するということも，現実には少な
くない。遺言で遺産分割の禁止がなされてい
ない限り，相続人はいつでも遺産の分割を求
めることができる（907条1項）。遺産の分割
は，「遺産に属する物又は権利の種類及び性
質，各相続人の年齢，職業，心身の状態及び
生活の状況その他一切の事情を考慮して」行
われる（906条）。
　遺産分割の効力は，相続開始時に遡って生
ずる（遡及効）が，第三者の権利を害するこ
とはできない（909条）。この意味について，
宣言主義と移転主義の対立がある。
　宣言主義によれば，遺産分割の遡及効が認
められる以上，相続開始時から遺産分割に応
じた財産の帰属があったのであり，遺産分割
はそれを宣言したにすぎない，と解される。
909条但書は，遺産分割の遡及効から第三者
を保護するものであり，分割前の第三者を対
象として，分割後の第三者については，94条
2項を類推適用するなどして保護されるべき
である，とする。
　移転主義によれば，相続開始により遺産共
有の状態が生じて，遺産分割によって個別の
財産が各共同相続人の単独所有へと移行す
る，と解される。各共同相続人は，遺産分割
によって，各各が遺産中の各遺産にもつ共有
持分を，お互いに譲渡しあう（物権変動が生
ずる），と考えるのである。判例は，この立
場にたつと考えられている（最判昭和46年1
月26日民集25巻1号90頁8））。
 （続）
１） 本決定の抗告人代理人の弁論要旨等の関連資料
や，本決定に至る経緯と本決定の意義は，金法
2059号14頁，久保井一匡・黒田愛・細川良造・藤
永祐介「相続預金の最高裁大法廷決定までの経
緯と意義」金法2061号10頁で紹介されている。依
田孝子「判批」税研JTRI32巻5号94頁，同「判批」
税理60巻2号101頁，週刊税務通信3439号17頁，黒
澤基弘・升村紀章・小林正樹・畑田正彦・白田太
郎「判批」週刊税務通信3443号29頁，山川一陽「判
批」税理60巻3号2頁，滝沢孝臣「判批」市民と
法103号3頁，本村健・吉原朋成・大浦貴史・鈴木
友一・冨田雄介・上西拓也「判批」商事2123号52頁，
齊藤毅「判批」ジュリ1503号76頁，窪田充見「判
批」1503号58頁，村重慶一「判批」戸時750号101頁，
久保井一匡「判批」金法2058号1頁，齊藤毅「判批」
ひろば70巻3号47頁，山下純司「判批」法教439号
124頁，渡辺充「判批」旬刊速報税理36巻16号28頁，
松尾弘「判批」法セ748号118頁，水野貴浩「判批」
月報司法書士541号72頁，藤原正則「判批」金法
2065号6頁，名島亨卓「判批」金判1517号2頁，犬
伏由子「判批」家庭の法と裁判10号117頁など。
２） 右近建男「民法898条，899条」（広中俊雄・星
野英一編『民法典の百年 第4巻－個別的観察
─ 131 ─
預貯金債権の共同相続について
（3）親族編・相続編』（有斐閣，1998年））237
頁以下，谷口知平・久貴忠彦『新版 注釈民法
（27）〔補訂版〕』（有斐閣，2013年）92頁以下，
特に100頁以下［宮井忠夫・佐藤義彦］，簡潔
には，床谷文雄・犬伏由子編『現代相続法』（有
斐閣，2010年）90頁以下，窪田充見『家族法 
第3版 民法を学ぶ』（有斐閣，2017年）486頁
以下。さらに，小粥太郎「遺産共有法の解釈
－合有説は前世紀の遺物か？」論究ジュリ10
号112頁，丸山茂「遺産共有と遺産の管理－最
高裁第二小法廷平成25年11月29日判決－」新
潟大学法政理論46巻4号101頁などを参照。
３） 中川高男「判批」法セ271号96頁，武藤節義「判
批」不動産法律セミナー5巻10号50頁，内山尚
三「判批」別冊ジュリ40号233頁，中尾英俊「判
批」別冊ジュリ66号206頁，三淵乾太郎「判解」
最高裁判所判例解説民事篇昭和30年度66頁，
二宮周平「判批」法時75巻12号70頁。
４） 川淳一「共同相続財産の管理」ジュリ増刊『民
法の争点』354・355頁，吉井啓子「遺産管理
における家族法的側面と財産法的側面」法時
83巻1号33頁以下，丸山茂「遺産共有と遺産の
管理」新潟46巻4号101頁以下，小粥太郎「遺
産の管理：遺産分割の遡及効からの考察」法
時89巻11号24頁以下などを参照。
５） 相続分の価格の過半数の同意が得られたから
といって，その決定が認められないこともあ
る。最判昭和41年5月19日民集20巻5号947頁を
参照。妥当な判決である。
６） 最判平成10年3月24日判時1641号80頁を参照。
７） 谷口・久貴編『新版 注釈民法（27）〔補訂版〕』
291頁以下［潮見佳男］，床谷・犬伏編『現
代相続法』143頁以下，窪田『家族法 第3版』
493頁以下などを参照。
８） 本判例は，各共同相続人と遺産分割後の第三
者との関係について判示したものである。す
なわち，「遺産の分割は，相続開始の時にさ
かのぼってその効力を生ずるものではあるが，
第三者に対する関係においては，相続人が相
続によりいったん取得した権利につき分割時
に新たな変更を生ずるのと実質上異ならない
ものであるから，不動産に対する相続人の共
有持分の遺産分割による得喪変更については，
民法177条の適用があり，分割により相続分と
異なる権利を取得した相続人は，その旨の登
記を経なければ，分割後に当該不動産につき
権利を取得した第三者に対し，自己の権利の
取得を対抗することができないものと解する
のが相当である」，と。本判例では，遺産分割
と同じく遡及効をもつ相続放棄と登記の問題
と，遺産分割と登記の問題の対比がなされて
おり，「民法909条但書の規定によれば，遺産
分割は第三者の権利を害することができない
ものとされ，その限度で分割の遡及効は制限
されているのであって，その点において，絶
対的に遡及効を生ずる相続放棄とは，同一に
論じえないものというべきである。遺産分割
についての右規定の趣旨は，相続開始後遺産
分割前に相続財産に対し第三者が利害関係を
有するにいたることが少なくなく，分割によ
り右第三者の地位を覆えすことは法律関係の
安定を害するため，これを保護するよう要請
されるというところにあるものと解され，他
方，相続放棄については，これが相続開始後
短期間にのみ可能であり，かつ，相続財産に
対する処分行為があれば放棄は許されなくな
るため，右のような第三者の出現を顧慮する
余地は比較的乏しいものと考えられるので
あって，両者の効力に差別を設けることにも
合理的理由が認められるのである。そして，
さらに，遺産分割後においても，分割前の状
態における共同相続の外観を信頼して，相続
人の持分につき第三者が権利を取得すること
は，相続放棄の場合に比して，多く予想され
るところであって，このような第三者をも保
護すべき要請は，分割前に利害関係を有する
にいたった第三者を保護すべき前示の要請と
同様に認められるのであり，したがって，分
割後の第三者に対する関係においては，分割
により新たな物権変動を生じたものと同視し
て，分割につき対抗要件を必要とするものと
解する理由があるといわなくてはならない。
〔改行〕なお，民法909条但書にいう第三者は，
相続開始後遺産分割前に生じた第三者を指し，
遺産分割後に生じた第三者については同法177
条が適用されるべきことは，右に説示したと
おりであ」ると判示した。

